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重 点 項 ⽬



Ⅲ．安全・安⼼なまちづくりの推進 
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Ⅲ-３．誰もが利⽤しやすい交通環境の形成 
（健康福祉部、県⼟整備部） 

 

 

 

 

 

 

（１）鉄道駅におけるバリアフリー化の推進 
● エレベーター等設置補助制度の拡充 

・複数の移動円滑化経路整備に対する補助 

・乗降客数要件の撤廃 

● ホーム柵設置の推進 
・ホーム柵設置⽀援制度における補助率制限等の撤廃 

・視覚障害者等にとってリスクが⾼い駅に対する⽀援 

 
 

近年、⼈⼝減少・超⾼齢化の進⾏による利⽤者の減少等、公共交通を取り巻く環境は、

より厳しいものとなっています。⼀⽅、多様な移動需要への対応、地域の⾜となる移動

⼿段の確保等が求められ、公共交通の維持・充実の重要性がますます⾼まっています。

神⼾の魅⼒・活⼒の向上に資する利便性の⾼い公共交通の実現に加え、地域のくらし

を⽀え、安全・安⼼で誰もが利⽤しやすい交通環境の形成を図るためには、県市⼀体と

なった取組みが必要です。 

保健福祉局 障害福祉部 障害福祉施設担当課⻑ 野⽥ 晋哉 （078-322-6544） 



Ⅴ．保健・福祉・医療の充実 
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Ⅴ-１．医療・介護サービスのさらなる充実 
（健康福祉部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域医療構想推進に向けた地域医療介護総合確保基⾦の活⽤ 
● 地域独⾃の課題解決のために提案する「地域事業」への配分額の拡充 

 

（２）介護⼈材の受⼊れ促進 
● 住宅確保促進事業における外国⼈を含む介護従事者受⼊れの対象拡⼤ 
● 外国⼈介護⼈材に対する相談員設置⽀援事業の拡⼤ 

 
 

 
 

 

団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年に向けて、病床の機能分化・連携、在宅医療・

介護の推進、医療・介護従事者の確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の⾼い医療

提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が喫緊の課題とされています。 

また、「介護離職ゼロ」に向け、多様な介護⼈材の確保・育成及び介護サービス基盤

の整備に取り組んでいく必要があります。 

このため、「地域医療介護総合確保基⾦」の効果的な活⽤や、外国⼈介護⼈材確保の

受⼊れ促進、介護サービス分野における質の⾼い⼈材の確保等、県市⼀体となった取組

みが必要です。 

（１）保健福祉局 健康部 地域医療課⻑ 境 智司   （078-322-5253） 

（２）保健福祉局 ⾼齢福祉部 介護保険課⻑ 林 秀和（078-322-6226） 



Ⅴ．保健・福祉・医療の充実 
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Ⅴ-２．医療保険制度の安定的な運営 
（健康福祉部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国⺠健康保険制度の安定化 
● 第２期国⺠健康保険運営⽅針の策定に関する市町意⾒の⼗分な尊重 
● 保険給付費等交付⾦(特別交付⾦)における必要な事業費の確保及び各市町の実情を 

踏まえた算定 

 

（２）特定健診・特定保健指導等の円滑な実施 
● 特定健診・特定保健指導に対する財政⽀援の拡充 

● 後期⾼齢者の健康診査実施に対する財政⽀援 

 

（３）後期⾼齢者医療保険料の増加抑制  
● 令和２・３年度の後期⾼齢者医療保険料率改定における財政安定化基⾦等を活⽤ 

した保険料増加抑制策の実施 

 
 

平成 30 年度から国⺠健康保険の財政運営の責任主体が兵庫県となり、県内の統⼀的

な運営⽅針の策定や、各市町の国⺠健康保険事業納付⾦の額の決定がなされており、令

和 2 年度には、第 2 期運営⽅針を策定する必要があります。 

 各市町の実情を⼗分に踏まえた運営⽅針の策定や国⺠健康保険給付費等交付⾦の交付

のみならず、特定健診等の円滑な実施も含めて、県と市町が⼀体となって国⺠健康保険

を安定的に運営していく必要があります。 

また、後期⾼齢者医療制度においては、令和 2 年度に保険料率の改定が⾏われますが、

平成 29 年度から保険料軽減特例の段階的な⾒直しが⾏われていることも踏まえ、被保

険者の⼤幅な負担増とならないよう、対策を講じることが必要です。 

保健福祉局 ⾼齢福祉部 国保年⾦医療課⻑ 増⽥ 英仁（078-322-5203） 
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Ⅲ．教育環境・保健・福祉・医療の充実 
 

（健康福祉部） 

（１）重度障害者や難病患者に対する⽀援の充実 
● 指定難病医療、⼩児慢性特定疾病医療等、他の公費負担医療の給付が受けられる 

場合における福祉医療との併⽤の実施 
 

（２）保健衛⽣施策の充実 
● 受動喫煙防⽌対策の推進にかかる財政措置 
● ウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業の拡充及び財政措置 
● ⾻髄移植後等における予防接種の再接種助成事業の拡充 

 

（３）地域医療提供体制の整備 
● 産婦⼈科・⼩児科をはじめとする医師確保対策のさらなる充実 
● 看護師等の安定的な確保に向けた総合的な対策の充実 

● 神⼾こども初期急病センターをはじめとした市内における救急医療体制に対する 

⽀援の充実 

 

（４）地域密着型サービス推進のための⽀援の充実 
● 定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスにかかる助成制度の既存事業所への 

対象拡⼤及び夜間訪問時の⽀援策の導⼊ 
 

（５）福祉サービス分野における⼈材の確保 
● 計画相談⽀援専⾨員等の研修拡⼤ 

 

（６）在⽇外国⼈等の無年⾦障害者の救済 
● 障害者特別給付⾦制度における中度障害者への拡充  
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（７）⾃殺対策の充実 
● 神⼾市域を含む広域な⾃殺対策事業の推進及び財政⽀援拡充に関する国への 

働きかけ 

 

（８）⼈権啓発活動の推進 
● さまざまな⼈権問題を解決するための啓発活動に対する財政⽀援の拡充 
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